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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第３期

第２四半期
連結累計期間

第４期
第２四半期
連結累計期間

第３期

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日

自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日

自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

売上高 (百万円) 41,953 50,607 111,440

経常利益又は経常損失(△) (百万円) △1,555 △1,008 1,480

親会社株主に帰属する四半期純損失
(△)又は親会社株主に帰属する当期純
利益

(百万円) △1,011 △689 1,014

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △1,302 △1,098 56

純資産額 (百万円) 49,164 48,608 50,116

総資産額 (百万円) 103,943 104,474 109,114

１株当たり四半期純損失金額(△)
又は当期純利益金額

(円) △62.37 △42.50 62.53

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 43.2 43.5 42.7

営業活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △531 2,935 1,343

投資活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △545 △868 △977

財務活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △1,411 △1,438 △1,109

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 10,193 12,647 12,018
 

 

回次
第３期

第２四半期
連結会計期間

第４期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成26年７月１日
至 平成26年９月30日

自 平成27年７月１日
至 平成27年９月30日

１株当たり四半期純損失金額(△) (円) △46.08 △30.57
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第３期第２四半期連結累計期間及び第４期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

第３期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累計期

間より、「四半期純損失（△）又は当期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純損失（△）又は親会社株

主に帰属する当期純利益」としております。

 

 
２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社、子会社及び関連会社）及び当社の関係会社において営

まれている事業の内容について、重要な変更はありません。

なお、第１四半期連結会計期間において、報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４ 経理の状

況１ 四半期連結財務諸表注記事項（セグメント情報等） セグメント情報」をご参照ください。

また、連結子会社である東光工運株式会社は、平成27年６月30日付でワットラインサービス株式会社に商号変更し

ております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、海外経済の減速による影響が懸念されたものの、国内

企業の設備投資は持ち直しの動きがみられ、雇用や所得環境の改善が継続するなかで国内経済は底堅く推移し

ました。

一方で、当社グループの最大の顧客である電力業界においては、電力の完全自由化に向けた徹底的な経営効

率化・合理化のもと、設備投資及び修繕費が抑制され、当社グループの主力商品は売価下落の傾向が継続して

おり、厳しい状況となりました。

このような経営環境の中、当社グループは中期経営計画に基づき、商品開発・コスト低減・販売等の企業競

争力の強化を支えにして、公共・産業分野、海外、地域電力会社への市場拡大と、単品売り切りからパッケー

ジ化、ソリューション化への事業スタイルシフトに取組んでまいりました。

以上の結果、当第２四半期連結累計期間の業績につきましては、売上高は、電力機器事業の売上が堅調に推

移したこと、計器事業において前年第３四半期に電力量計の失効替工事等に係る事業を譲り受けたこと等によ

り50,607百万円（前年同期比20.6％増）となりました。営業損失は、生産性向上によるコストダウン及び経費

削減による支出の最小化により利益確保に努めたものの市場競争激化の影響があり1,057百万円（前年同期は営

業損失1,503百万円）、経常損失は1,008百万円（前年同期は経常損失1,555百万円）、親会社株主に帰属する四

半期純損失は689百万円（前年同期は親会社株主に帰属する四半期純損失1,011百万円）となりました。

なお、当社グループの売上高は、通常、第４四半期連結会計期間に集中する傾向があるため、業績に季節的

変動があります。

 

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

なお、第１四半期連結会計期間より、従来「電力機器事業」に含めておりました連結子会社ワットライン

サービス株式会社(旧商号　東光工運株式会社)については、同社の事業内容の変更により、電力量計の失効替

工事等の量的な重要性が増したことから「計器事業」に含めることに変更しております。

前年同期との比較は、変更後の区分に基づいております。

 

電力機器事業は、モールド製品の売上増加により、売上高23,852百万円（前年同期比3.3％増）、セグメント

利益1,569百万円（前年同期比54.2％増）となりました。

計器事業は、スマートメーターの売上増加及び前年第３四半期に電力量計の失効替工事等に係る事業を譲り

受けたことによる増収効果はあるものの電力業界における市場競争激化の影響もあり、売上高20,880百万円

（前年同期比50.9％増）、セグメント損失425百万円（前年同期はセグメント利益47百万円）となりました。

エネルギーソリューション事業は、ほぼ前年並みに推移し、売上高3,575百万円（前年同期比3.8％増）、セ

グメント損失355百万円（前年同期はセグメント損失388百万円）となりました。

情報・光応用検査機器事業は、情報関連機器の売上増加により、売上高1,297百万円（前年同期比33.6％

増）、セグメント損失141百万円（前年同期はセグメント損失259百万円）となりました。
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（２）財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ4,640百万円減少し、104,474百万円とな

りました。これは主に受取手形及び売掛金の減少によるものです。

負債は、前連結会計年度末に比べ3,131百万円減少し、55,866百万円となりました。これは主に支払手形及び

買掛金、長期借入金が減少したことによるものです。

純資産は、前連結会計年度末に比べ1,508百万円減少し、48,608百万円となりました。これは主に親会社株主

に帰属する四半期純損失の計上及び配当金の支払により利益剰余金が減少したことによるものです。

 

（３）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末と比較して628百万円増加

し、12,647百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロ－）

営業活動によるキャッシュ・フロ－は、2,935百万円の増加(前年同期は531百万円の減少）となりました。こ

れは主に売上債権の減少9,713百万円による増加、たな卸資産の増加5,290百万円による減少によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロ－）

投資活動によるキャッシュ・フロ－は、868百万円の減少(前年同期は545百万円の減少）となりました。これ

は主に有形及び無形固定資産の取得による支出1,303百万円によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロ－）

財務活動によるキャッシュ・フロ－は、1,438百万円の減少(前年同期は1,411百万円の減少）となりました。

これは主に借入金の減少1,023百万円、配当金の支払406百万円によるものです。

 

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題　

当第２四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更はありません。

 

（５）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は1,336百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

（６）生産、受注及び販売の実績

当第２四半期連結累計期間において、生産の実績が54,558百万円（前年同期比26.6％増）、受注の実績が

56,171百万円（前年同期比13.0％増）、販売の実績が50,607百万円（前年同期比20.6％増）と著しく増加して

おります。

これは主に計器事業において、スマートメーターの販売増加及び前年第３四半期に電力量計の失効替工事等

に係る事業を譲り受けたことに伴うものであります。

 

（７）主要な設備

当第２四半期連結累計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は次のとおりであります。

会社名
事業所名

所在地
セグメントの

名称
設備の内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手及び完了予定

総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

着手 完了

提出会社
本社

東京都
江東区

全社(共通)
基幹システム

及び
関係システム

1,177 58
自己資金
及び借入金

平成27年
６月

平成29年
３月

 

（注）１．有形固定資産の他、無形固定資産（のれんを除く。）への投資も含めております。

２．上記金額には消費税等は含まれておりません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成27年９月30日)

提出日現在発行数
(株)

(平成27年11月６日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 16,276,305 16,276,305
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数
100株

計 16,276,305 16,276,305 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成27年７月１日～
平成27年９月30日

― 16,276 ― 8,000 ― 2,000
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(6) 【大株主の状況】

  平成27年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

東京電力株式会社 東京都千代田区内幸町一丁目１番３号 5,671 34.84

日本マスタートラスト信託銀行株式
会社（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11番３号 598 3.67

ＣＢＮＹ－ＧＯＶＥＲＮＭＥＮＴ
ＯＦ ＮＯＲＷＡＹ
（常任代理人 シティバンク銀行株
式会社）

３８８ ＧＲＥＥＮＷＩＣＨ ＳＴＲＥＥＴ，
ＮＥＷ ＹＯＲＫ， ＮＹ １００１３ ＵＳＡ
（東京都新宿区新宿六丁目27番30号）

454 2.79

富士電機株式会社 神奈川県川崎市川崎区田辺新田１番１号 389 2.39

三井生命保険株式会社 東京都千代田区大手町二丁目１番１号 209 1.28

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 200 1.22

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 198 1.21

東光高岳従業員持株会 東京都江東区豊洲五丁目６番36号 192 1.18

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 178 1.09

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口9）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 172 1.06

計 ― 8,266 50.78
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成27年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　55,100

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 16,055,300 160,553 ―

単元未満株式  普通株式 165,905 ― 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 16,276,305 ― ―

総株主の議決権 ― 160,553 ―
 

(注）１．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が300株(議決権３

個)含まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式38株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  　　平成27年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合(％)

株式会社東光高岳
東京都江東区豊洲五丁目
６番36号

55,100 ― 55,100 0.33

計 ― 55,100 ― 55,100 0.33
 

 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成27年７月１日から平成

27年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、明治監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成27年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 12,018 12,647

  受取手形及び売掛金 27,290 17,584

  商品及び製品 3,698 5,102

  仕掛品 10,627 13,654

  原材料及び貯蔵品 5,011 5,874

  繰延税金資産 947 1,020

  その他 1,042 870

  貸倒引当金 △3 △0

  流動資産合計 60,632 56,754

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 33,354 33,065

    減価償却累計額 △19,806 △19,726

    建物及び構築物（純額） 13,547 13,338

   機械装置及び運搬具 19,302 19,522

    減価償却累計額 △16,184 △16,518

    機械装置及び運搬具（純額） 3,117 3,003

   工具、器具及び備品 11,639 11,663

    減価償却累計額 △10,340 △10,530

    工具、器具及び備品（純額） 1,299 1,132

   土地 24,150 24,150

   リース資産 69 70

    減価償却累計額 △52 △55

    リース資産（純額） 16 14

   建設仮勘定 76 239

   有形固定資産合計 42,206 41,878

  無形固定資産   

   のれん 234 206

   リース資産 3 2

   その他 2,362 2,280

   無形固定資産合計 2,600 2,489

  投資その他の資産   

   投資有価証券 2,327 1,950

   繰延税金資産 308 403

   その他 1,052 1,012

   貸倒引当金 △14 △13

   投資その他の資産合計 3,674 3,351

  固定資産合計 48,481 47,719

 資産合計 109,114 104,474
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成27年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 18,526 16,652

  電子記録債務 1,215 1,355

  短期借入金 7,194 7,668

  リース債務 10 7

  未払法人税等 453 240

  賞与引当金 1,619 1,607

  工事損失引当金 19 4

  厚生年金基金脱退損失引当金 244 －

  製品保証引当金 153 133

  その他 5,417 5,232

  流動負債合計 34,855 32,901

 固定負債   

  長期借入金 3,771 2,273

  リース債務 10 10

  繰延税金負債 2,773 2,786

  修繕引当金 1,032 1,088

  役員退職慰労引当金 182 196

  環境対策引当金 251 234

  厚生年金基金脱退損失引当金 － 244

  退職給付に係る負債 15,256 15,268

  その他 863 860

  固定負債合計 24,142 22,964

 負債合計 58,997 55,866

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 8,000 8,000

  資本剰余金 7,408 7,408

  利益剰余金 30,104 29,009

  自己株式 △69 △70

  株主資本合計 45,442 44,346

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 545 560

  繰延ヘッジ損益 △43 △19

  為替換算調整勘定 204 217

  退職給付に係る調整累計額 401 380

  その他の包括利益累計額合計 1,107 1,139

 非支配株主持分 3,566 3,121

 純資産合計 50,116 48,608

負債純資産合計 109,114 104,474
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

売上高 41,953 50,607

売上原価 35,753 44,056

売上総利益 6,200 6,551

販売費及び一般管理費 ※１  7,703 ※１  7,609

営業損失（△） △1,503 △1,057

営業外収益   

 受取利息 7 9

 受取配当金 27 37

 為替差益 6 －

 設備賃貸料 122 44

 電力販売収益 48 43

 その他 36 47

 営業外収益合計 249 181

営業外費用   

 支払利息 53 54

 電力販売費用 24 22

 為替差損 － 6

 合併関連費用 138 －

 その他 85 49

 営業外費用合計 302 132

経常損失（△） △1,555 △1,008

特別利益   

 固定資産売却益 47 0

 投資有価証券売却益 － 2

 特別利益合計 47 2

特別損失   

 固定資産廃棄損 19 104

 固定資産売却損 27 －

 事務所移転費用 15 －

 事業整理損 33 －

 投資有価証券評価損 1 －

 特別損失合計 97 104

税金等調整前四半期純損失（△） △1,605 △1,110

法人税、住民税及び事業税 70 185

法人税等調整額 △377 △160

法人税等合計 △307 24

四半期純損失（△） △1,298 △1,134

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △286 △445

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △1,011 △689
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

四半期純損失（△） △1,298 △1,134

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 47 15

 繰延ヘッジ損益 10 23

 為替換算調整勘定 △36 18

 退職給付に係る調整額 △24 △21

 その他の包括利益合計 △3 36

四半期包括利益 △1,302 △1,098

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △1,005 △657

 非支配株主に係る四半期包括利益 △296 △440
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純損失（△） △1,605 △1,110

 減価償却費 1,250 1,529

 のれん償却額 38 27

 固定資産廃棄損 19 104

 固定資産売却損益（△は益） △19 △0

 投資有価証券売却損益（△は益） － △2

 投資有価証券評価損益（△は益） 1 －

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △1 △3

 受取利息及び受取配当金 △35 △47

 支払利息 53 54

 売上債権の増減額（△は増加） 3,888 9,713

 たな卸資産の増減額（△は増加） △5,239 △5,290

 仕入債務の増減額（△は減少） 1,987 △1,739

 未払消費税等の増減額（△は減少） △495 △680

 賞与引当金の増減額（△は減少） 673 △11

 工事損失引当金の増減額（△は減少） △72 △15

 事業構造改革引当金の増減額（△は減少） △60 －

 修繕引当金の増減額（△は減少） 58 55

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 13 13

 環境対策引当金の増減額（△は減少） － △16

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △207 △21

 その他 △434 718

 小計 △187 3,278

 利息及び配当金の受取額 35 47

 利息の支払額 △52 △56

 法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △326 △333

 営業活動によるキャッシュ・フロー △531 2,935

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の払戻による収入 2,590 －

 有形及び無形固定資産の取得による支出 △3,217 △1,303

 有形及び無形固定資産の売却による収入 167 20

 投資有価証券の取得による支出 △3 －

 投資有価証券の売却による収入 － 2

 投資有価証券の償還による収入 － 400

 貸付けによる支出 △60 △0

 貸付金の回収による収入 9 10

 その他 △31 0

 投資活動によるキャッシュ・フロー △545 △868

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 40 741

 長期借入れによる収入 358 －

 長期借入金の返済による支出 △1,408 △1,764

 配当金の支払額 △400 △406

 非支配株主への配当金の支払額 － △3

 その他 △0 △4

 財務活動によるキャッシュ・フロー △1,411 △1,438

現金及び現金同等物に係る換算差額 △14 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,503 628

現金及び現金同等物の期首残高 12,696 12,018

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  10,193 ※  12,647
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【注記事項】

(会計方針の変更)

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」と

いう。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計

基準」という。）等を、第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持

分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上

する方法に変更いたしました。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的

な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸

表に反映させる方法に変更いたします。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持

分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計期間及び前連結会

計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

当第２四半期連結累計期間の四半期連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結範囲の変動を伴わない子会

社株式の取得又は売却に係るキャッシュ・フローについては、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記

載し、連結範囲の変動を伴う子会社株式の取得関連費用もしくは連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取得又は

売却に関連して生じた費用に係るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載す

る方法に変更しております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）及

び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時

点から将来にわたって適用しております。

なお、当第２四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。　

 
(追加情報)

厚生年金基金脱退損失引当金

厚生年金基金脱退損失引当金につきましては、第１四半期連結会計期間において連結子会社東光器材株式会社が

加入している総合設立型の厚生年金基金より、当該基金の解散の予定時期が明示されたことに伴い、第１四半期連

結会計期間より固定負債に振替えております。

 
(四半期連結貸借対照表関係)

１ 保証債務

従業員の銀行借入金に対し次のとおり保証しております。

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成27年９月30日)

従業員（財形融資） 15百万円 13百万円
 

 

２ 受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成27年９月30日)

受取手形裏書譲渡高 5百万円 11百万円
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

給料諸手当及び賞与 2,278百万円 2,152百万円

賞与引当金繰入額 430 〃 419 〃

退職給付費用 192 〃 176 〃
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２　売上高の季節的変動

前第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）及び当第２四半期連結累計期

間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

当社グループの売上高は、通常、第４四半期連結会計期間に集中する傾向があるため、業績に季節的変動が

あります。

 

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次の

とおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

現金及び預金 11,193百万円 12,647百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,000 〃 ―  〃

現金及び現金同等物 10,193百万円 12,647百万円

   
 

 

 

 

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 405 25.00 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年10月30日
取締役会

普通株式 405 25.00 平成26年９月30日 平成26年12月１日 利益剰余金
 

 

当第２四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 405 25.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年10月26日
取締役会

普通株式 405 25.00 平成27年９月30日 平成27年12月１日 利益剰余金
 

 

EDINET提出書類

株式会社東光高岳(E26713)

四半期報告書

15/20



 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注)

合計
電力機器
事業

計器
事業

エネルギー
ソリュー
ション事業

情報・光応
用検査機器

事業
計

売上高        

  外部顧客への売上高 23,093 13,833 3,443 971 41,341 611 41,953

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

2,776 743 268 845 4,633 35 4,669

計 25,869 14,576 3,712 1,816 45,975 647 46,622

セグメント利益又は損失（△） 1,017 47 △388 △259 417 226 644
 

(注) 「その他」の区分に含まれる事業は、不動産賃貸事業、新エネルギー分野の研究開発受託事業等であります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容(差異調整に関する事項)

 (単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 417

「その他」の区分の利益 226

セグメント間取引消去 △12

全社費用(注) △2,139

その他の調整額 3

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △1,503
 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注)

合計
電力機器
事業

計器
事業

エネルギー
ソリュー
ション事業

情報・光応
用検査機器

事業
計

売上高        

  外部顧客への売上高 23,852 20,880 3,575 1,297 49,606 1,001 50,607

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

2,369 946 315 595 4,227 117 4,344

計 26,222 21,827 3,890 1,893 53,833 1,119 54,952

セグメント利益又は損失（△） 1,569 △425 △355 △141 647 284 932
 

(注) 「その他」の区分に含まれる事業は、不動産賃貸事業、新エネルギー分野の研究開発受託事業等であります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容(差異調整に関する事項)

 (単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 647

「その他」の区分の利益 284

セグメント間取引消去 15

全社費用(注) △2,018

その他の調整額 14

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △1,057
 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　

３．報告セグメントの変更等に関する事項

第１四半期連結会計期間より、従来「電力機器事業」に含めておりました連結子会社ワットラインサービス株

式会社(旧商号　東光工運株式会社)については、同社の事業内容の変更により、電力量計の失効替工事等の量的

な重要性が増したことから「計器事業」に含めることに変更しております。

なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の区分方法により作成したものを記載

しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

１株当たり四半期純損失金額(△) △62円37銭 △42円50銭

    (算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純損失金額(△)
(百万円)

△1,011 △689

    普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純損失金額(△)(百万円)

△1,011 △689

   普通株式の期中平均株式数(千株) 16,222 16,221
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

 

 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。　

 
 

 
２ 【その他】

第４期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）中間配当について、平成27年10月26日開催の取締役会にお

いて、平成27年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額                                  405百万円

②　１株当たりの金額                               25円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日   平成27年12月１日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年11月６日

株式会社東光高岳

取締役会  御中

　

明治監査法人
 

　
　指定社員

業務執行社員
 公認会計士   二階堂 博 文   印

 

　指定社員

業務執行社員
 公認会計士   小 貫 泰 志   印

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社東光高

岳の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成27年７月１日から平成

27年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東光高岳及び連結子会社の平成27年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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